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はじめに

　2008年 5月，ヨハネスブルグのタウンシップの一つ，アレクサンドラで南

アフリカのアフリカ人によって外国籍とみられるアフリカ人を対象とした襲

撃が発生した。襲撃はハウテン州の各地に飛び火し，さらにはダーバンやケ

ープタウンにも拡大した。当時の安全・保安省の発表によれば 5月26日の段

階で強盗やレイプが多発し，342軒の商店が略奪被害に遭い，213軒が放火に

より焼失し，1384人の容疑者が逮捕された。ケープタウン周辺では推定 2万

人の移民が避難を余儀なくされ， 3万人を超える移民がモザンビークその他

の出身国へと一時的に出国した。一連の暴力によって600人以上が負傷し，

60人以上が殺害された（Crush ed.［2008: 11］）。被害者の死因の多くが窒息死

あるいは焼死であった事実からも，敵愾心に満ちた暴力であったことが窺え

る。同様の襲撃事件の発生は，その後も散発的に報告されている（Breen

［2010］）。

　南アフリカの反アパルトヘイト運動のなかで培われたはずの反差別的体質

にもかかわらず，移民に対する暴力の存在は1990年代からすでに指摘されて

いる（Crush［2001］）。2008年の一連の襲撃の起点となったアレクサンドラ・

タウンシップでは，1994年にも襲撃が起きている。1994年の襲撃では，武装
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した南アフリカ人によってモザンビーク人，ジンバブウェ人，マラウイ人が

標的にされたが，被害者のなかには30年も前に南アフリカに入国したジンバ

ブウェ人もいた。数週間続いた事態は“Buyele khaya（Go back home）”とし

て知られる（Crush ed.［2008: 44］）。

　こうした暴力は多くの先行研究において「反外国人感情」（ゼノフォビア）

と表現されるが，その特徴は，南アフリカのアフリカ人が外国籍のアフリカ

人に対して暴力を振るう点にある。対照的なところでは，近年，南アフリカ

でも顕著な経済進出がみられる中国人に対しても差別感情はあるものの，そ

れが冒頭のような暴力として噴出するには至っていない。同じ南部アフリカ

地域内の事例では，南アフリカとならんで移民の受け入れ国であるボツワナ

でも外国籍のアフリカ人に対する排外的態度が確認されているが，その規模

と暴力性，なによりもアパルトヘイト廃絶と歴史的な和解を経験してきた南

アフリカ社会における暴力的な排外主義はきわめて深刻な問題としてとらえ

られている。その状況は，南アフリカの歴史的「健忘症」とさえ評される

（Crush ed.［2008: 12］）。

　1994年のアパルトヘイト廃絶以降，南アフリカに移民が集まるのは，この

国が経済的側面のみならず，政治体制の変更という経験も含めた政治文化的

に傑出するアフリカの中心国として姿を現しつつあることを示している。モ

ザンビーク，マラウイ，レソトといった南部アフリカ地域の国際的な移民労

働の歴史に加え，アパルトヘイトの終焉，コンゴ民主共和国やソマリア，ジ

ンバブウェにおける政治的不安定，ヨーロッパにおける移民規制の強化，南

アフリカ国内における建設業と観光業の拡大といった要因が加わり，南アフ

リカへ向かう移民は増加している。そして，南アフリカは移民の受け入れ国

であると同時に，アフリカ大陸の外への移民の送り出し国でもあるという点

で，移民の動線のハブとして出現してきたといえるだろう。

　そこで本章では，アパルトヘイト廃絶以降の南アフリカにおける移民政策

の変遷を整理する作業を通じ，その移民政策を立案してきた主体である南ア

フリカ国家の志向性を検討する。以下，第 1節では，アパルトヘイト廃絶後
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の南アフリカへの移民をめぐる議論の枠組みを紹介する。そして第 2節では，

南アフリカにおける移民の実態を把握するうえで重要となる移民の分類の特

徴をおさえ，第 3節で移民政策の変遷を整理する。第 4節では，南アフリカ

の移民政策が国内だけでなく，南部アフリカ地域においてもつ意味を確認す

る。

第 1節　南アフリカへの移民をめぐる三つの視角

　本節では，南アフリカにおける移民をめぐる問題を，南アフリカの民主化

とグローバル化という同時期に展開した国内外の環境の変化のなかに位置づ

ける。より具体的には，1990年代以降の国際移民に関する国際的な議論の潮

流と南アフリカにおける三つの視角を紹介し，南アフリカへの移民に対する

南アフリカ国内外の認識と議論の枠組みの変化を示す。

　移民に関する見方は，長らく，出移民は送り出し国家の経済へのマイナス

要因であり，入移民は受け入れ国家の市民権と国民の福祉を脅かす脅威とな

るマイナス要因であるという否定的なものであった。しかし，グローバル化

の進展にともない，従来の見方に転換を図る視点が登場している。国際連合

の総会ではすでに1990年に「すべての移住労働者とその家族の権利の保護に

関する条約」（International Convention on the Protection of the Rights of All Migrant 

Workers and Members of Their Families）が採択され，移民とその家族の利益，

出身国および受け入れ国における福祉的利益，とくに送金，熟練・専門職移

民の重要性が主張されている。こうした国際的な動向は，2000年代にも継続

しており，移民と経済発展の関係が世界的な経済開発にかかわる中心的な議

題となっている。2006年には国連が初の国際移民と開発に関するハイレベル

会合を開催し，国際移民による送金インパクトに注目した報告書が多数発刊

されている（World Bank［2011］）。

　とくに，アフリカに関してはミレニアム開発目標に掲げられた貧困削減を
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達成する一つの鍵として，国際移民に注目が集まっている（Trung and Gasper 

eds.［2011］）。貧困削減との関連では，災害管理や社会保障制度がきわめて

限られているなかで，移民が歴史的に危機に瀕した人々の生存戦略であるこ

とや，一国レベルではその影響は周辺的かもしれないが，送り出し社会と受

け入れ社会の建設業，小売業，警備業，鉱山業などの特定分野にとってはミ

クロのレベルで大きな意味をもつことが強調されている（UNDP［2009］）。

　南アフリカの移民の受け入れ国としての側面に焦点を当ててみると，民主

化後に移民労働者を雇用する分野が多様化し，それにともない女性移民も増

加している。その一方で，産業構造の変化と政策的変更に起因した契約労働

者の減少と正規・非正規⑴の入国者数の増減には連関がみられる。契約労働

力の需要の減退にともない，実態を把握することが困難な非正規移民が増加

し，その結果，人権の擁護をも含む非正規移民の処遇が問題となっている

（Crush and Williams［2001］）。また，必ずしも労働市場とは直結しない人の移

動として学生の国際的移動，そして難民の移動も顕著である。こうした南ア

フリカ独自の社会状況を反映し，また，移民をめぐる国際的な議論の潮流と

部分的に重複しつつ，現代南アフリカにおいて移民に関する議論とそれを展

開する主体は，次の 3通りに大別される。

　第 1に挙げる議論は，グローバル化と新自由主義的な議論の枠組みに基づ

いて，経済的視点から移民について肯定的に論じるものである。セガッティ

（Segatti［2011b: 45-46］）によれば，アパルトヘイト廃絶後の南アフリカ政府

も新自由主義的な議論の潮流に同調し，特定の産業に就労することを目的と

する人の移動を促進している。その際に南アフリカ政府が果たす役割は，特

定産業の移民の管理と雇用主と行政の間の連携，投資家と高度な熟練労働者

への動機づけ，そして行政手続きの簡素化といった事柄である。こうした政

策の方向性は1994年当初から内務省，産業界，野党にも一定程度支持され，

移民に関する問題は内務省が管轄すべきものとして位置づけられている。

　第 2に挙げる国家安全保障と主権に関する議論は，狭義の国益に照らし，

移民を国家に対する脅威ととらえ，その受け入れを否定的に論じる。先の新
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自由主義的議論が「ヒト，モノ，カネ」の移動の自由を推奨する一方で，カ

ネをともなわない人の移動を国境管理の延長上で制限，管理，規制するのが

国家安全保障に関する議論である。国家にとって移民をめぐる問題は，従来，

労働省や内務省の専管事項であった。しかし，世界的な傾向として1990年代

以降に各地で地域再編が進むにつれて，この問題が二国間あるいは地域間の

交渉を必要とする問題へと変質し，さらに2001年のアメリカにおける同時多

発テロ以降，問題は労働省や内務省から外務省あるいは防衛省で取り扱われ

る議題へと変化してきた（Weiner and Russell eds.［2001］）。

　南アフリカ研究者による論調も，移民が内政の対象から外交と地域安全保

障に繋がる問題へと転化してきた近年の傾向を顕著に示している（Solomon

［2003］）。南アフリカへの移民の動向とそれに対する国家の対応は，人の移

動が国家安全保障と政治的安定に対する脅威として認識され，政治的な重要

課題として位置づけられている実例である。それに加えて主権にかかわる南

アフリカ特有の要素として，南部アフリカの地域的な再編成とアパルトヘイ

ト廃絶後の南アフリカの国家・国民形成が同時に進行したという状況がおお

いに影響している。地域的な再編成にともない，とくに経済面では地域統合

が進む一方で，地域統合の力学とは対極にある国家主権の保持をどのように

実現するのかが問題となる。セガッティ（Segatti［2011b］）によれば，移民

に関して国家安全保障・主権を軸としたアプローチは，アフリカ民族会議

（African National Congress: ANC）の多数派と省庁の官僚によって支持されてい

る。その結果，地域的な貧困削減との関連を強調する論調は後景に退き，こ

の点は第 3に挙げる人道的・介入主義的アプローチに議論の場を譲っている。

　第 3に挙げるアプローチは ANCの少数派と南アフリカ労働組合会議（Con-

gress of South African Trade Unions: COSATU）の一部によって支持されている。

このアプローチは，たとえ移民労働が搾取的であっても，この地域の人々の

生活戦略に深く根ざしていることも事実であり，移民政策のいかなる変更も，

数百万の人々の福祉を脅かす不均等な関係にあることを考慮すべきであると

いう。その主張のもとに地域的な信任を得ることを前提とし，柔軟かつ臨機
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応変でありながら透明性の高い移民政策を提案する民主主義的な国家の介入

を求めるものである。

　また，政治的立場は異なるものの，同じく人道的・介入主義的アプローチ

にくみする主体として NGOなどの人権団体が移民の代弁者的役割を果たし

ている。こうした主体は，反アパルトヘイト運動以来の NGOなどのネット

ワークが，政権与党となった ANCの公的スタンスと主張を同じくし，先の

国家安全保障と主権に関する議論の枠組みに対して人間の安全保障に基づい

た議論の枠組みを提示している。

　人の移動に対する規制を柔軟にすべきであるという点では，第 1の新自由

主義的アプローチと，第 3の人道的・介入主義的アプローチには共通点があ

るようにも思われる。しかし，実際には新自由主義的アプローチに基づいて

推奨される人の移動は，南アフリカ経済に必要とされる人材あるいは労働力

であるか否かという経済的な貢献度を指標として判断される。そして，南ア

フリカ政府の判断により経済的貢献が見込まれない場合には，しばしば第 2

の国家安全保障・主権といった議論に基づいて人の移動は制限される。これ

に対して第 3の人道的・介入主義的アプローチは，移民政策に関して抜本的

な改革がなされることなく，国家安全保障・主権に関するアプローチが警察

と移民管理による人権侵害を引き起こしてきたと批判する。そして，こうし

た問題点にもかかわらず，新自由主義的なアプローチが人の移動を開発に資

する問題として分析することで選択的な人の移動の促進を正当化していると

指摘する（Segatti［2011b］）。

　南アフリカ政府は，アパルトヘイトの廃絶と同時並行的に生じた経済的自

由化とグローバル経済への急速な統合の過程で人・物資・資本の移動を加速

化させる一方で，これらの要素のうち，とくに人の移動に関しては流入を選

択的に規制するための管理に余念がない。小倉［2002: 225-229］は，南ア

フリカへの移民に関する従来の研究が移民集団ごとの属性，社会・経済的状

況，差別を中心的な論点とし，個々の分析を超えて移民政策を南アフリカ国

家のあり方と関連づけて分析する視点を欠いてきたことを指摘している。こ
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の空白を部分的に埋めるものとしてペベルディの研究がある。それによれば，

南アフリカの移民政策が大幅な変更を余儀なくされるときには，必ずといっ

てよいほど国家の形態，統治様式，政治制度あるいは権力関係といった点で

重要な変化をともない，各時代において特徴をもつ国家が特定の集団を国家

の利益を阻害する脅威と見なしてきた（Peberdy［2009: 173］）。

　言い換えれば，国境を越えて移動する人間の法的な立場は，所与のもので

はなく，移民の分類は，出入国の管理を通じて移民を規制する権限をもつ国

家の決定によって変化する。国家の決定は，南アフリカにおける移民をめぐ

る三つのアプローチとそれぞれの関係にも現れるように，国家機能も含めた

集団間あるいは集団内部の対立と交渉の政治的な過程である。よって，アパ

ルトヘイト廃絶以降の南アフリカにおける移民政策の変遷には，その政治過

程が如実に投影されているといえるだろう。そして，南アフリカ政府の移民

政策にみられる特定の移民に対する排外的な姿勢は，南アフリカという国家

が自国社会に対して，また南部アフリカ地域，より広くアフリカ大陸におい

て自らをどのように位置づけているかという文脈において検討されるべき課

題である。

第 2節　南アフリカにおける移民の分類と統計上の特徴

1．可視化される移民・不可視化される移民

　南アフリカにおける移民の特徴を検討する前に，南アフリカ内務省の公表

する査証の分類と，政府統計局が公表する移民の統計の分類には一致しない

点があることを確認しておきたい。南アフリカ内務省によれば，2012年現在，

移民の分類は以下のとおり，永住者と一時滞在者に大別されている。

　まず，永住許可についてみると，さらに大きく二種類にわけられる。第 1

に，一定の条件を満たす就労許可証既得者とその配偶者と子，南アフリカ国
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籍を有する者もしくは永住者の子といった親族関連の永住者である。第 2に，

それ以外の永住者として，労働者，特殊技能や資格をもつ者，起業や投資を

目的とした商用許可証にみられる経済的役割が期待される人々と，難民，退

職者，南アフリカ国籍を有する者もしくは永住者の一親等の親族といった庇

護・保護を要する人々である。

　つぎに，一時滞在許可についてみると，訪問許可，留学許可，二国間合意

に基づく鉱山業への契約労働のための協定（treaty）許可，投資と起業を対

象とした商用許可，治療許可，親族許可，就労許可，退職者許可，特定の目

的で企業ごとに外国人を導入する法人許可（corporate permits），社会・文化・

経済にかかわる交流プログラムの参加者を対象とする交流許可の分類がある。

なお，法人許可は，プランテーション労働者の導入に際してこの査証が適用

される。また，これらの一時滞在許可のうち，就労許可についてはさらに細

分化され，割当制度枠，一般，特殊技能者，企業内転勤者の分類がある。以

上が，内務省の発行する査証の種類ごとにみた移民の分類である。

　それに対して，南アフリカ政府統計局は，正規の移民数として永住許可の

所有者数，出入国者数，一時滞在者数を公表している。さらに一時滞在者の

うち，商用許可証や就労許可証の取得者が出入国者数の統計に計上されるの

に対して，協定許可の対象者は含まれていない（Statistics South Africa［2003: 

7; 2011］）。ただし，同じ統計局資料でも，産業別の雇用者数に関する統計に

は，協定許可をもつ移民労働者が明記されているわけではないが，鉱山・採

石業の雇用者数として含まれていることがその規模からうかがえる（Statis-

tics South Africa［2011: 62-63, 75-76］）。

　協定許可をもつ契約労働移民が，公式統計上で不可視化されるという状況

自体は，今日の南アフリカのみに限られるというわけではない。たとえば，

アメリカにおける農業労働者の計画導入が行われたブラセロ計画も，メキシ

コとの二国間の合意に基づく類似の事例である⑵。南アフリカの事例に特徴

的であるのは，特定産業への契約労働者の導入が，100年来の歴史をもって

恒常化しているうえに，この契約労働移民の制度設計の一翼を担った過去の
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国家と，現在の国家がまったく異質であるという点だろう。

　上述の移民の分類と統計が存在するという事情に照らし，本節では，南ア

フリカ政府統計局の示す移民数として計上される移民を暫定的に「公式統計

上の移民」とする。そして，公式統計上は不可視化された鉱山業に従事する

移民労働者と，これらの正規の手続きを踏まない非正規の移民が存在する。

こうした南アフリカの移民管理と実態の特徴をふまえ，以下ではアパルトヘ

イト廃絶前後の移民の動向を，公式統計上の移民と二国間合意に基づく協定

許可をもつ鉱山業の移民労働者という二種の正規移民，そして非正規移民の

別に概観する。

2．公式統計上の移民

　はじめに南アフリカへの正規移民の動向をアパルトヘイト時代も含めて確

認する。20世紀後半には南アフリカへの移民が急激に増加する時期が三度あ

る。1960年代に第 1のピークがあり，1970年代まで減少傾向に転じながらも，

1975年と1982年に第 2，第 3のピークがある（Statistics South Africa［2003: 

1-2］）。アパルトヘイト時代の第 1のピークを迎える1960年代には，南アフ

リカがコモンウェルスを脱退した1961年に白人移民の受け入れを奨励する移

民政策を打ち出している。この政策が功を奏して1950年代を通じて 2万人を

超えることのなかった移民が1960年代には 4万人を超えている。第 2のピー

クは，1975年に隣接するポルトガル領であったモザンビークおよびアンゴラ

の独立にともない，両国から年間最大 5万人を超えるポルトガル人入植者が

南アフリカに流入したために生じた。同様に，1982年のピークは，ジンバブ

ウェの独立に際しておよそ 4万6000人の白人入植者が南アフリカに移住した

ことに起因している。

　アパルトヘイト廃絶以前の南アフリカ国家が白人移民の受け入れと永住を

奨励していたのに対して，アパルトヘイト廃絶を機に，移民の傾向は大きく

変化する。まず，国民党がアパルトヘイト体制の改革に言及した1986年から
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変化がみられる。当時のボータ（P. W. Botha）政権によって1913年移民法の

非白人の入国を禁じる条項が無効とされ，ナチスによる迫害を逃れてきたユ

ダヤ人を排斥する1937年移民法の共産主義者の入国拒否が改められた。これ

らの改定によって，ホームランドへ周辺国のアフリカ人が移民として流入す

ることが可能となり，さらに東欧およびロシア，台湾が南アフリカへの移民

出身地域として加わった⑶。1989年から1997年まで内務省総務局長を務めた

コリン（P. J. Colyn）によれば，当時の内務大臣ボータ（J. C. G. Botha）は，法

律から差別的な文言を削除したものの，申請者の資産規模を基準とすること

で，人種という枠は非公式に移民選定委員会（Immigrants Selection Board）の

基準であり続けたという（Segatti［2011b: 37］）。

　正規入移民の数は，アパルトヘイトの廃絶前後から減少し，2000年以降増

加に転じる。正規入移民に対して，図 1に示す一時滞在許可をもつ出入国者

図 1　南アフリカの出入国者数
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の動向をみると，一時滞在者はアパルトヘイトの廃絶後から増加している。

南アフリカ政府統計局は，このうちの入国者を入国目的と出身地域別に把握

しており，2008年のアフリカ地域からの入国者は目的別に，休暇（697万

1081人），ビジネス（11万6146人），就労（ 4万6787人），留学（ 8万1617人），

トランジット（ 2万4587人），越境（15万4999人），その他（197人）に分類し

ている。ただし，二国間合意に基づく鉱山労働者は含まれていない。

3．二国間合意に基づく鉱山労働者

　すでに述べたとおり，南アフリカ政府統計局が示す出入国者数には，協定

査証をもち，基幹産業である鉱山業に就労している移民労働者は含まれてい

ない。しかし，実際には19世紀後半から植民地期・アパルトヘイト期および

独立後の南部アフリカ諸国との間で取り交わされた二国間の合意に基づき，

南部アフリカ地域の広域からアフリカ人労働者が鉱山業に導入されている。

南アフリカ政府が鉱山労働者の供給に関する二国間協定を結んでいるのは，

モザンビーク，マラウイ，ボツワナ，レソトであり，アンゴラやジンバブウ

ェとの間には二国間協定は存在しない⑷。

　鉱山業におけるアフリカ人労働者の数は以下の図 2に示すとおりである。

鉱山業におけるアフリカ人労働者のうちレソト，ボツワナ，スワジランド，

モザンビーク出身の移民労働者数の合計は2000年代を通じて10万人を超えて

いる。この数は前項で言及した就労を目的として2008年に入国した正規の移

民の規模 4万6787人を大きく上回る。こうした大規模な移民労働者の導入を

実現してきた二国間の合意の歴史的詳細については，すでに他の場で論じた

のでここでは割愛するが，協定許可をもつ移民労働者の大半は，南アフリカ

鉱山会議所の外郭団体として1896年に設立された労働力の調達機関ラント原

住民労働協会（Rand Native Labour Association: RNLA），1902年に RNLAから再

編されたヴィットヴァーテルスラント原住民労働協会（Witwatersrand Native 

Labour Association: WNLA），そしてWNLAから2001年に改組されたアフリカ
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雇用局（The Employment Bureau of Africa: TEBA）を鉱山業の一元化された窓

口として，原則として 6カ月から18カ月の一定期間，契約労働に従事する

（網中［2011］）。二国間合意では，移民労働者は契約期間の満了後に帰国する

ことが義務づけられており，契約期間を超過して南アフリカに滞在すること

は認められていない。そのため，協定許可をもつ移民労働者はいったん帰国

し，郷里で次回の契約を結び，再び移民労働に赴くという還流型の移民であ

り続ける一方で，鉱山会社側は経験者を再雇用する傾向が強い。これが南ア

フリカの鉱山業の発展を支えた移民労働システムである。

　鉱山労働者の動向をみると，鉱山業では，1986年以降の金の価格の下落に

ともない，経費節減のために生産部門・非生産部門を問わず外部委託と請負

契約を進めた。その際に下請け企業の労働者は，往々にして労働組合に参加
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図 2　南アフリカ鉱山におけるアフリカ人労働者数（出身国別）
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しておらず，人件費の安価な移民労働者，とくにレソトおよびモザンビーク

からの移民労働者を雇用した（Republic of South Africa［1997: 23］，Crush et 

al.［2001］）。同時代の非経済的要素をふまえると，アパルトヘイトの廃絶に

ともない交渉力を強める南アフリカ人労働者と比較して，移民労働者という

立場のために交渉力の弱い外国籍の労働者を安定的に確保するという企業側

の方針が伺える。また，1990年代以降は，南アフリカ人の HIV感染率が上

昇する一方で，相対的に感染率が低かったモザンビーク人を雇用する傾向を

強めていたと指摘されている（Crush et al.［2009: 253-255］）。

　モザンビーク人を例外として，鉱山業における全般的な人員削減は2000年

に金の価格が再び上昇するまで続くが，金価格の上昇にともない，労働者を

増員している。ただし，2000年以降の労働者の増員は，それ以前に削減され

たレソトなどの移民労働者の数を回復するものではなく，南アフリカ人の雇

用を増加させている。南アフリカ人の雇用を増加させながらも鉱山業界が一

定数の移民労働者の導入を継続することの背景には，ストライキの際に労働

者の利害が一致しないよう，一つの労働力供給地に依存することを忌避する

ためであるとの指摘もある（Neocosmos［2006: 80］）。鉱山業における移民労

働者の削減の結果，南部アフリカ全域で鉱山業以外に職を求める者が増加し

ている。これについては次節以降で検討する。

　南アフリカの鉱山業における労働力の編成に特徴的なのは，ボツワナ，レ

ソト，モザンビーク，スワジランド出身の移民は50％以上が鉱山業に職を得

ている一方で，ジンバブウェ移民の場合はわずか 3％にすぎないという点だ

ろう（Segatti［2011a: 17-21］）。それは，ジンバブウェと南アフリカの間に移

民労働力を供給する二国間協定が存在しないことに起因する。これは植民地

時代に遡るが，ジンバブウェ（当時の南ローデシア）は自国の鉱山業と商業

的農業に必要な労働力を確保するため，南アフリカ鉱山業への移民労働を奨

励しなかった。こうした歴史的経緯が，今日の南アフリカにおけるジンバブ

ウェ移民の状況にもつながっている。すでに述べたとおり，移民労働者を雇

用する鉱山会社は経験者を再雇用する傾向が強いために，これまで鉱山労働
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市場に参入していなかったジンバブウェ人が参入することは困難である。見

方を変えれば，就労を目的として一時滞在を望むジンバブウェ人移民にとっ

て，南アフリカ労働市場に参入するための正規の一般労働者および鉱山労働

者という入り口のうち，鉱山労働者としての労働市場への参入の機会は閉ざ

されているに等しい。そして，正規の一般労働者としての査証の発給条件が

年々厳格化されるとき，次項で詳述するとおり，非正規の移民が増大する。

4．非正規移民

　供給側の移民送り出し要因を特定するために必要な調査データが欠落して

いるかぎり，プッシュ・プル理論を用いた分析は困難である（Crush［2001: 

22］）。とくに，必要書類をもたない非正規の移民の規模と動態を把握するこ

とは困難である。南部アフリカ開発共同体（Southern African Development 

Community: SADC）内でも分析可能な統計資料が存在するのは南アフリカと

ボツワナに限られ，その他の諸国の資料は不十分である。この地域で最良の

データ収集システムをもつ南アフリカでさえ，移民の全体数を把握できては

いない。そこで，この項では，非正規の移民数を部分的にでも把握するため

に，以下の図 3に示す南アフリカからの送還者数を参照する。

　図 3に示す南アフリカから送還される非正規移民数には，増加に転じるい

くつかの契機がある。送還者数はデータのある1994年から1996年まで増加し，

2000年，2002年に再度増加に転じているが，これらの要因は，次節以降に政

策的変化と合わせて検討するとして，送還された非正規移民の数は，1990年

から1997年までの累計でおよそ90万人に及ぶ。さらにその累計を国籍別にみ

ると，モザンビーク人（82.1％），ジンバブウェ人（11.4％）であり，SADC

出身者が99.7％を占めている（Human Rights Watch［2007: 17-18］）。この構成

に変化がみられるのは，ジンバブウェ国内の経済的破綻が深刻になった2000

年以降である。ジンバブウェ人の送還者数はおよそ 4万6000人（2000年），

7万4765人（2004年）， 9万7000人以上（2005年）と増加し，2006年の 5月末
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から12月末までの間におよそ 8万人が送還された（Waller［2006: 2］）。送還

者に占めるジンバブウェ人の比率は，1990年代の11.4％から2005年には46.2

％へと大幅に増加している。

　南アフリカへの移民送り出し諸国の状況に目を転じると，アンゴラ，コン

ゴ民主共和国，レソト，マダガスカル，マラウイ，モザンビーク，タンザニ

ア，ザンビアの各国では，世界銀行と国際通貨基金（International Monetary 

Fund: IMF）の重債務貧困国（Heavily Indebted Poor Countries: HIPC）IIイニシ

アチブあるいは被援助国が提出を求められる「貧困削減戦略文書」（Poverty 

Reduction Strategy Papers: PRSPs）に基づく経済開発が進められている。他の

ボツワナ，モーリシャス，ナミビア，南アフリカ，ジンバブウェは独自の開

発の枠組みをもつが，とくに近年のジンバブウェにおける雇用機会の減少と

政治的迫害のなかで，開発の効果は期待できない。ハートウェル［2010: 

図 3　南アフリカからの国別送還者数
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127］が紹介するように，PRSPsは1990年代の構造調整政策と大差なく，地

域経済にいっそうの試練をもたらしているという否定的評価もある。この評

価が正しければ，前掲の諸国から送り出される移民の動きは，皮肉にも国際

的な援助枠組みによって生じる経済的な困難を克服しようとする人々の生存

戦略にほかならない。しかし，各国が用意した PRSPsのなかでも移民問題

は看過されている（Roberts［2007］，Black et al.［2006］）。デヤヘール［2010: 

148-149, 156］は，とりわけジンバブウェ人移民は，経済的利益を求める自

発的移民とは一線を画した消極的移民であると論じている。

第 3節　アパルトヘイト廃絶前後の政策と移民の動向

1．周辺国に対する「道義的責任」と過去の「清算」

　第 2節第 3項で詳述した南アフリカ鉱山業の移民労働システムは，大量で

安価な労働力を確保しながらも労働者の社会的費用を出身社会に負担させる

ことを目的としている。その特質のために反アパルトヘイト運動家，学者と

いった枠を越えて，この移民労働システムがアパルトヘイトの布石であると

いう共通の認識が存在していた。たとえば，かつてウォルプ（Wolpe［1972］）

は南アフリカのホームランドからの移民に注目し，ウィルソン（Wilson

［1972］）はそれを南部アフリカ全域の問題としてとらえ，さらにファースト

（First［1983］）はモザンビークを事例に南アフリカとの二国間合意に基づく

移民労働のあり方を検証してきた。

　ファースト（First［1983］）の研究の経緯は，南部アフリカ地域における解

放闘争とそれに対する歴史認識を伺わせる具体的な事例である。ファースト

は，研究者であると同時に反アパルトヘイト運動に参加する南アフリカ共産

党員であり ANCのメンバーでもあった。そして，反アパルトヘイト運動の

過程で南アフリカからの亡命を余儀なくされた後，社会主義政権下のモザン
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ビークの大学機関に所長として迎え入れられ，モザンビークから南アフリカ

への移民労働に関する調査を指揮している（Marks［1983］）。当時，アパル

トヘイト体制下の南アフリカによる不安定化工作が「内戦」の要因となって

いたモザンビークの指導者たちと反アパルトヘイト活動家の間には，ともに

解放闘争に参加する同志的な紐帯が生まれ，互いの活動を支援する土壌が培

われていた⑸。

　こうした歴史的背景と研究蓄積は，今日の人道的・介入主義的アプローチ

が主張される素地となっている。移民労働システムがアパルトヘイトの布石

であるという認識は，活動家の間でだけでなく，アパルトヘイト廃絶後も存

続する移民労働のあり方に関心を寄せる南部アフリカ移住プロジェクト

（Southern African Migration Project: SAMP）などの研究機関などでも共有されて

いる。人道的・介入主義的アプローチをとるセガッティ（Segatti［2011b: 

31］）は，ファーストの研究に言及しつつ，ANCは移民問題を1990年代初頭

の改革の優先的課題とはせず，アパルトヘイト時代に労働運動に積極的にか

かわってきたはずの南アフリカ共産党も，この問題を正面から論じてはこな

かったと断じている。実際には，アパルトヘイトが終結した時点で ANCお

よび全国鉱山労働者組合（National Union of Mineworkers: NUM）は鉱山業界に

対して移民労働システムの廃止を要請した。しかし，会社側はこれを拒み，

移民労働システムは存続している（Crush and Tshitereke［2001］）。こうした事

実は，アパルトヘイト廃絶の達成と，南アフリカの基幹産業である鉱山業へ

の安定的な労働力の供給という経済的基盤の確保を引き替えにした妥協的側

面であろう。

　1994年の新政権樹立後，多くの NGO，難民申請を専門とする弁護士，産

業界では，移民に関してより寛大な措置がとられるだろうとの期待感が高ま

っていた。しかし，1994年半ばから1995年にかけて，1991年以来，移民法に

何も変更が加えられていないことが判明すると，学者，リベラルなメディア

や NGOサークルは，一部の ANC政治家と同様に，南アフリカが隣人の経

済的混乱の責任の一端を負っているとする「道義的責任」（moral debt）とい
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う考えを導入した（Segatti［2011b: 40-41］）。1994年 9月の時点で『メイル・

アンド・ガーディアン（Mail & Guardian）』紙の社説は，政府および南アフ

リカ市民の排外主義に対して「警告を発する道義的な理由が存在する。この

国は，以前の不安定化政策によって来たしたわれわれの隣人の経済的混乱に

対する多大な責任を負っている」と掲載している（Segatti［2011b: 41］）。

　また，1995年に南アフリカ議会のポートフォリオ委員会とともに越境移民

に関する実情調査を主導した南アフリカ民主主義研究所（Institute for Democ-

racy in South Africa: IDASA）所長によれば，アパルトヘイト後も継続される移

民労働システムが搾取的でありながらも，現在もアパルトヘイト期に南アフ

リカによる不安定化工作を経験してきた隣国の経済を支える重要な要素であ

るという認識は，南アフリカ国内に限定されるものではなく，地域的に共有

されている。不安定化工作の標的となり，紛争が激化したモザンビークの事

例が最も顕著であり，同国の政府当局者は南アフリカがモザンビークの経済

開発を後押しする道義的な責任があると信じている。当事者であるモザンビ

ーク人移民労働者にとっては不幸ではあるが，南アフリカがモザンビークの

経済開発を後押しするということは，移民労働システムを維持することを意

味するというのが IDASA所長の認識である（Segatti［2011b: 40-42］）。

　セガッティ（Segatti［2011a］）の評価によれば，反アパルトヘイト運動に

かかわってきた活動家たちのネットワークは，アパルトヘイト廃絶後の人権

運動の展開の下地となっており，それらの活動と南アフリカへの新たな移民

の流入が重なり，後の移民の処遇にかかわる改革へつながっている。1995年

から1999年の間に南アフリカ議会は SADC諸国民からの移民に対して三度，

市民権を付与する機会を提供している。それぞれの対象者は，一度目の機会

には鉱山労働者，二度目の機会には SADC諸国出身の非正規移民，そして

三度目の機会には，紛争中に南アフリカ国内にやってきたために二度目の機

会に申請しなかった，あるいはその資格を認められなかったモザンビーク人

である。これらの機会の提供は，アパルトヘイト期の排他的な移民政策の実

践と，南アフリカの経済発展に寄与してきた SADC諸国のアフリカ人に対



第 6章　移民政策の変遷　191

する南アフリカ政府なりの「道義的責任」の取り方といえるだろう。三度の

機会提供をもう少し詳しくみてみよう。

　一度目の機会の提供は，1995年11月から1996年 3月までの間に以下の条件

で行われた。申請資格を有する者は，1986年 6月に移民法が改定される以前

に非正規に南アフリカに入国し，それ以降南アフリカで就業し，1994年 4月

の総選挙で投票権を認められていた鉱山労働者に限定されていた（Sechaba 

Consultants［1997: 11］）⑹。ANC政権は，近隣諸国からの移民労働者に対して

一定の条件で南アフリカにおける永住権を付与する機会を設けたわけだが，

該当する鉱山労働者数から当初見積もられていた10万4000人に対して資格を

有する鉱山労働者の50％に当たる 5万1504人が南アフリカ政府の申し出を受

けるにとどまった。

　二度目の，1996年の市民権の付与は1990年以前に南アフリカに非正規に入

国した SADC市民，または南アフリカ市民と婚姻関係にあり，犯罪歴のな

い SADC諸国出身の非正規移民に対するものである。この機会は今回かぎ

りの免責措置という条件付きではありながらも20万1602人が申請し，12万

4073人が認可された。

　三度目はモザンビーク人元難民に対する市民権の付与である。これは1992

年にモザンビークおよび南アフリカ政府，そして国連難民高等弁務官事務所

（United Nations High Commissioner for Refugees: UNHCR）によって1985年 1月

から1992年12月までに南アフリカに流入したモザンビーク人に対する難民の

地位についての合意が形成されたうえで1996年12月に決定され，1999年 8月

から2000年 2月にかけて施行された。この時は，前述の SADC諸国出身の

非正規移民に対する市民権付与に申請しなかったモザンビーク元難民，ある

いはそれに申請したものの認可されなかったモザンビーク元難民が対象とな

った。

　南アフリカに流入したモザンビーク人難民はおよそ35万人と見積もられる

が，1990年代初頭に UNHCRの主導で進められた送還プログラムを通じて

およそ 7万人が自主的に帰還している（Crush and Williams［2001: 20］）。その
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規模に対して三度目の機会に申請したのは13万748人，2001年半ばまでに認

可されたのは 8万2969人であった（Johnston［2001］）。これには居住地域に

関する条件が申請と認可の障壁となっていた。申請条件は上述の期間に南ア

フリカに流入し，リンポポ州，北西州，ムプマランガ州，そしてクワズール

ー・ナタール州に居住する者に限定され，他地域に居住するものは該当者と

はみなされなかった。流入した難民が都市雑業に従事する可能性は十分にあ

りながらも，申請条件を満たす条件として一大都市ヨハネスブルグを擁する

ハウテン州が含まれていなかったことは，申請者および認可対象者の数を引

き下げる一要因となっていた（Peberdy［2009: 157］）。

2．非正規移民の増加と規制の強化

　前項で述べたとおり，アパルトヘイト廃絶以前の非正規移民を正規の移民

とする手続きがとられる一方で，それとは対照的に非正規移民に対する取り

締まりを強化する動きもみられた。南アフリカ政府は1994年に内務省，法務

局および同局矯正部門，外務省，そして南アフリカ警察および南アフリカ国

軍，国家情報庁による「非合法外国人に関する省庁間委員会」（Interdepart-

mental Committee on Illegal Aliens）を設けている。さらに，1996年に全省庁に

対してあらゆる行政サービスを求める外国人に対して滞在に必要な書類を確

認することを通達している（Peberdy［2009: 151-152］）。とくに移民政策にお

ける警察の位置づけについて，ランダウ（Landau［2004: 12-14］）は，アパル

トヘイト期の人種差別主義的国家権力の代行者としての警察に対するスティ

グマを払拭すべく，国民の権利の擁護者としての役割を果たしていると分析

している。

　南アフリカ警察のスティグマという点について付け加えると，アパルトヘ

イト廃絶以前の南アフリカ警察の役割は，都市部に流入する「移民」を対象

として人種的境界を取り締まり，防犯や犯罪捜査よりも，暴動鎮圧，大衆コ

ントロールに重点をおいていた（Hornberger［2011］，阿部［2011: 54］）。その
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一方で，暴力的犯罪がタウンシップ内にとどまり，白人に及ばないかぎり，

大抵は見過ごされてきたことが指摘されている。こうした状況のなかで，す

でに1930年代にはヨハネスブルグ近郊のタウンシップの住民の間で自警団が

形成され，住民たちはこれを半世紀以上，支持してきた（Kynoch［2005: 497, 

499］）。1948年以降は全国規模でタウンシップが出現し，同様の社会空間が

各地に形成された。

　そして，タウンシップの都市住民が「内部者」であるのに対して，そこに

流入する移民は「外部者」とみなされ，自警団の活動を奨励する住民によっ

て恒常的な搾取の対象となっていたという（Ramphele［1993: 86］）。アパルト

ヘイト廃絶以前の「移民労働者」には，ホームランド出身者も含まれ，「移

民」として扱われる。前述の警察の機能的特徴ゆえに，アパルトヘイト体制

下の警察は南アフリカのアフリカ人の間で正当性をまったくもたず，相乗的

にタウンシップの住民の間で他者の排除を正当化する思考を産み出したと考

えられる。

　こうした社会状況に加えて，アパルトヘイト末期の1980年代後半から1990

年代初頭にかけて，ANC対インカタ自由党（Inkatha Freedom Party: IFP）とい

う構図のもとで南アフリカのアフリカ人の対立が激化し，治安が著しく悪化

した。南アフリカのアフリカ人の対立は，都市部に支持基盤をもつ ANCと，

農村部に支持基盤をもつ IFPの対立が，都市部タウンシップの住民と「移

民」労働者として都市部に流入した農村出身者の間の対立として現れたもの

である。この対立が治安を悪化させるほどに激化した一因として，アパルト

ヘイト末期の体制と警察が対立を恣意的に扇動したことが指摘されている

（Kynoch［2005］）。

　上述の指摘は，アパルトヘイト廃絶後の警察改革の方向性に大きく影響を

及ぼしている。アパルトヘイト廃絶後，南アフリカ警察はアパルトヘイト期

の人種主義的国家権力の代行者というスティグマを払拭するため，国家安全

保障の議論に基づき，新生南アフリカ市民を守る警察としての正当性を獲得

しようとしている。1994年からは積極的に市民に治安維持への協力を呼びか
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ける「コミュニティ・ポリシング」が行われていったが，その過程では，タ

ウンシップの自警団も動員されている。新生南アフリカの警察と南アフリカ

市民の協同による治安回復のための取り組みに際して，警察と市民にとって

共通の「他者」が新たに設定されることになり，それが「非合法外国人」で

あった。この点は，アパルトヘイト廃絶後の警察改革と移民管理が連動しつ

つ，同時に進行していることを示している。

　その一方で，1994年に発表された「復興開発計画」（Reconstruction and De-

velopment Programme: RDP）と1996年の「成長・雇用・再分配―マクロ経済

戦略」（Growth, Employment and Redistribution: GEAR）のいずれにおいても移

民に関する政策枠組みは示されずにいた。その要因の一つとして，移民に関

する問題を取り扱う内務大臣の職が，ANCではなく，IFP党首ブテレジ（M. 

Buthelezi）によって担われていたことが挙げられる。ブテレジは1997年に議

会で移民が南アフリカの社会・経済にとって脅威であると発言して物議を醸

した（Crush et al.［2009: 260］）。また，ブテレジが大臣を務めていた1999年に

内務省が発表した国際移民に関する白書のなかでも，移民と犯罪との関連や

南アフリカ人との雇用の機会をめぐる競合といった否定的な側面が強調され

ていた。

　ANCは限られた資源を取り合うために外国人排斥が生じているとの認識

をもってはいたが，ブテレジが内務大臣を務めていた2004年までの間，可能

なかぎり IFP党首である内務大臣との距離をおこうとしていた（Segatti

［2011b: 51］）。その間に失業率は1994年の20.0％から1995年には16.9％に下降

したものの，GEARの内容とは裏腹に1997年には21.0％と再度上昇していた。

こうした社会状況で，移民，とくに非正規移民が南アフリカ経済にもたらす

影響は，南アフリカ社会において否定的にのみとらえられていたといえるだ

ろう。

　1999年に内務省が発表した国際移民に関する白書によれば，当時，南アフ

リカ内務省は移民と国境管理のモデルとして，アメリカによるメキシコの国

境管理および人の移動の規制を参照している。南アフリカとアメリカでは，
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長い国境をもつという点と，二国間合意に基づく労働移民を導入してきたと

いう点でも共通点がある。さらに同白書には，外国人排斥を防止する内容と

ならんで，非正規移民の摘発を行う「共同体執行政策」に関する項目が含ま

れていた。これは一般人が非正規移民を発見，識別，追放するというもので

あり，ソロモンとヘーグ［2010: 198］は，官許のゼノフォビアの一つの形

態としても解釈されると指摘している。なお，この項目は2002年に移民法案

が再提出された際には削除されているが，同様の傾向は国境での出入国管理

の強化とあわせて1994年から開始された都市部中心地域における警備システ

ムにもみられる。非正規移民の特定が一般的な犯罪防止のための活動の一部

として展開された点は看過すべきではない。

　ところで，先のブテレジの発言は，国内では IFP党首による差別発言と

理解されても，国際的にはアパルトヘイトを廃絶した南アフリカの内務大臣

による差別発言として理解される。そうした理解やイメージの定着を回避す

るためにも，南アフリカ人権委員会（South African Human Rights Commission: 

SAHRC）は UNHCRや他の人権団体とならんで1998年以来，外国人排斥に

反対するキャンペーンを展開してきた。同時期の一つの成果として1998年に

成立した難民法は，何人たりとも難民申請を行う権利を否定されず，申請手

続きが可能であると明言している点でその進歩性が評価されている。難民法

の内容とアパルトヘイト廃絶以降の南アフリカ社会への期待と経済成長とも

相まって，アフリカ各地域から南アフリカを目的地とする難民の流れがみら

れた。ただし，年間18万人にも及ぶかつてない規模で強制送還が行われてい

るさなか（図 3参照），この難民法は1998年に議会で可決され，立法化され

ているにもかかわらず，2000年まで施行されなかった。

　アパルトヘイト廃絶まで非正規の立場にあった移民を正規の移民とする手

続きがとられたことは前項で述べたとおりだが，難民の部分的な認定とモザ

ンビーク人難民の自主帰還プログラムが行われていたのとほぼ同時に，組織

的かつ大規模な強制送還の政策がとられている点は特筆に値する。1990年か

ら1997年までの送還者の累積数はおよそ90万人に及び，そのうちモザンビー
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ク人は82.1％，およそ73万人にも上っている（Human Rights Watch［2007: 

17-18］，Waller［2006］）。1990年代後半にとられた措置が，南アフリカの市民

権を付与する機会を提示しつつも，その条件から漏れる者の送還と抱き合わ

せで実践されていた事実は，先の市民権の付与を通じて正規の移民とする手

続きをもって過去を「清算」するという南アフリカ政府の意思表明として受

け取ることができるだろう。

第 4節　ムベキ・ズマ両政権下の移民政策

1．経済政策の変遷と受け入れ移民の二極化

　1999年に大統領に就任したムベキは，ANCの機関誌『ANCトゥデイ（ANC 

Today）』でパンアフリカニズムに言及し，国内外の公的な場では外国人排斥

に対して遺憾の念を示しつつ（Crush et al.［2009: 263］），同年に刊行された国

際移民に関する白書では，すでに熟練・専門職移民の選択的な受け入れを志

向している。2001年のアフリカ連合（African Union: AU）の首脳会議で採択さ

れた「アフリカ開発のための新パートナーシップ」（New Partnership for Africa’s 

Development: NEPAD）では，人の移動の自由の達成が掲げられるものの，制

度的な議論は発展していない（Crush［2001: 33］）。その一方で，2006年に南

アフリカの経済政策の指針として公表された「南アフリカ経済成長加速化衡

平化戦略」（Accelerated and Shared Growth Initiative of South Africa: ASGISA）では，

ANCが移民問題についてより明確な方針を示している。その内容は，大規

模な頭脳流出を認識して熟練・専門職の移民を国際的に積極的に受け入れる

というものである。

　まず，1999年の国際移民に関する白書の内容に沿って，移民に関してかつ

てないほど迅速に実践に移されたのが2002年の移民法（Immigration Act, No. 

13 of 2002）の改定である。2002年の移民法が1991年の移民法に変更を加えて
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いる点は，おもに二つある。第 1に，熟練労働者と投資家が南アフリカに移

民することを奨励する点である。第 2に，契約労働者の雇用のために「法人

許可」が設けられた点である。南アフリカの移民法の変遷を辿るに，2002年

移民法の内容は，本質的には，アパルトヘイトの残滓である1991年移民法を

受け継ぐものである。2002年の移民法とその前身である1991年移民法は，国

家が奨励する移民を明確に定め，それ以外の移民の入国を厳格に管理すると

いう点で，二国間合意の対象者を除く外国籍のアフリカ人の入国を禁じた

1913年移民法とユダヤ人の排斥を目的とした1937年移民法に遡る（Peberdy

［2009: 139, 143-144］）。

　2002年移民法は，先の1991年の移民法同様に移民管理の論調を受け継ぎ，

運用に際して入国管理局職員および警察官に対して南アフリカにおける在留

資格を証明させる権限を与えている。それが実践された結果として，前出の

図 3の南アフリカからの国別送還者数にあるように，2002年以降とくにジン

バブウェ人の送還者数が急激に増加している。

　非正規の身分にある者が送還された場合でも，顕著な傾向として，送還さ

れた移民は大抵直ちに非正規の経路で南アフリカに再入国するか，正規に入

国しても資格を喪失して再び非正規の身分となる。移民希望者に対して正規

の入国可能性がどの程度開かれているのかを考える際に，一時滞在許可のう

ち，就労許可の発行数の推移は一つの指標となる。就労許可の発行数の動向

をみると，アパルトヘイト廃絶直後に政府は国内の恒常化した失業問題への

対処法として，移民に対して発行する就労許可の更新数および新規発行数を

削減している。図 4に示すとおり，就労許可の更新件数は，1990年から1996

年まで年間およそ 3万件程度であるが1996年以降大幅に減少し，2000年には

9191件が更新されている。新規の就業許可の発行件数は，1996年の 1万9498

件が最大となって以降は減少に転じ，2000年には6643件にまで減少した。

　しかし，その後に入国希望者の技能と資格を強く要求する2004年の移民法

追加条項で特定職種に関して割当制度が設けられ，2006年の発行数は 1万

7205件にまで増加している（Crush and Williams［2010: 16］）。就労許可証の発
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行数は，2002年に底を打ち，以降再び増加傾向にある。ただし，2002年およ

び2004年移民法の改定の前後で，就労許可の内容は大きく変化していること

から，就労許可証の発行件数を一連のものとして発行件数が回復したととら

えるのではなく，対象者の設定が切り替えられたと理解するべきだろう。熟

練移民を積極的に受け入れるという一方で，南アフリカ政府が想定する非熟

練移民としての労働力の確保は，新たに導入された法人許可によって果たさ

れている。後者は，商業的農業分野の労働力を確保するという要請に応じ，

南アフリカの雇用主に対して非南アフリカ人の半熟練あるいは非熟練労働者

の雇用を容易にしている（Crush and Williams［2010: 13］）。国境を接するモザ

ンビーク，ジンバブウェ，レソトからの移民が商業的農業部門で多く雇用さ

れている。たとえばフリー・ステイト州ではレソト労働局を通じた合法的契

約に基づき，レソト人女性を雇用している。同様の合意と移民労働者の確保

がムプマランガ州ではモザンビーク人を，そしてリンポポ州ではジンバブウ

ェ人を対象に行われている。

　二度にわたる移民法の改定は，政府の求める移民が熟練移民と特定産業に

図 4　就労許可証新規発行および更新件数

（出所）　Crush and Williams［2010: 16］をもとに筆者作成。
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導入される非熟練移民であることをいっそう明確化している。それは同時に，

上記の移民以外の者を排除する別の表現であり，結果的に2002年および2004

年移民法の条件から漏れる非正規移民と強制送還者の増加を招いている（図

3参照）。

　鉱山業では，とくに1990年代から2000年までの金鉱山業全般にわたる再編

と規模縮小にともない，移民労働者の雇用状況にも変化がみられることはす

でに第 2節 3項で述べた（図 2参照）。1990年代までレソトおよびモザンビ

ークからの鉱山労働者は南アフリカ金鉱業の主要労働力であったが，1990年

代後半から2000年代初頭にかけてレソト人の雇用率は低下し，2006年には移

民労働者が占める割合は過去最低となっている。モザンビーク人に関しては，

2000年代に入っても例外的に移民労働者の減少につながっていない。その背

景には前述の「道義的責任」という認識が影響を及ぼしているだけではなく，

より現実的な理由として，モザンビークの HIV感染率が他の供給国よりも

低かったため（Crush and Williams［2010: 10］），また1990年代の鉱山業界のリ

ストラは結果的に下請けを推し進め，下請け企業による安価な移民労働者の

雇用を継続させているものと考えられる。なお，1998年に南アフリカ政府が

公表した鉱物・鉱山開発政策に関する公聴会のためのグリーン・ペーパーで

は，南部アフリカ関税同盟（Southern African Customs Union: SACU）に加盟す

る諸国とモザンビークからの移民が南アフリカの鉱山労働市場に参入するこ

とを許容可能な範囲で継続的に受け入れることを明記している。

　移民労働者の規模は1999年を最小に，国際市場における金の価格が上昇し

た2000年にはすべての供給国出身の移民が僅かながら増加に転じた。しかし，

後の「黒人の経済力強化」（Black Economic Empowerment: BEE）にもつながる

経済政策の一環である2002年の鉱物石油資源開発法（Mineral and Petroleum 

Resources Development Act, No. 28 of 2002）は，南アフリカ人の雇用を促進し，

社会的かつ経済的福祉を改善することを目的としている。その影響は翌年以

降顕著に表れ，鉱山業における移民労働者数は頭打ちとなり，レソトおよび

モザンビーク出身者についてそれぞれ 5万人程度の規模を維持する一方で，
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南アフリカ人の雇用は急激に増加している。国際市場における金価格の上昇

は，移民労働者の増加にはつながらず，南アフリカ人労働者の雇用を産み出

す結果となった。ただし，今後も金価格の上下動によっては2000年以降に増

員された南アフリカ人労働者の雇用が失われる可能性は高く，その際に依然

として鉱山業において一定規模の雇用が維持される移民労働者に対する排外

的感情が生まれることも考えられる。

2．ゼノフォビアの衝撃

　外国籍のアフリカ人と少数の南アフリカ国籍のアフリカ人が被害者となっ

た2008年の暴力的排斥の詳細については，冒頭に述べたとおりである。この

外国人排斥の問題は2008年 5月の大規模な暴力の発生直後のみならず，事件

から 1年後の 5月にも主要紙一面で取り上げられた。また，南アフリカ政治

学会が発行する学会誌『ポリティコン（Politikon）』は， 3年後の2011年 3月

号でゼノフォビアに関する特集を組んでいる。アパルトヘイト廃絶後の南ア

フリカ社会において発生した大規模な暴力がきわめて深刻な問題としてとら

えられていることは確かだが，そのとらえ方は一様ではない。

　たとえば，国連の国際的移住問題に関する世界委員会（Global Commission 

on International Migration）の共同議長を務めた経験のあるランペレは，この

暴力の発生を南アフリカの民主主義の脆弱性の現れとしてとらえている。ラ

ンペレはこの事態について，真実和解委員会（Truth and Reconciliation Com-

mission: TRC）は，民主的体制への移行とそれを達成した南アフリカ国民の

存在を特異稀な存在であるかのように感じさせているという。さらには，そ

の延長線上で，「他者」として設定された移民に対して権力を行使すること

が当然であるかのような認識を抱かせていると警告する（Ramphele［2008: 

29-30］）。

　一方で，ANCの大多数と社会の大部分は，当時の襲撃を南アフリカ国民

から政府に対する「督促状」だとみなしている（Segatti［2011a: 10］）。ゼノ
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フォビアは，この数年の間に明確になってきた未解決の住居問題，慢性的な

失業，貧困，不平等によって産み出されていた社会的緊張の度合いを過小評

価していた ANC政権に衝撃を与えた。その「督促状」を受け取った後の展

開として，2009年に ANC政権を引き継いだズマのもとで，移民政策は再び

変化をみせている。

　ズマ政権発足後，移民法の改正については2009年11月から議論が開始され，

修正法案は2011年 3月に可決，同年 8月に公布された。この2011年移民法は，

いっそう排他的なアプローチをとり，多方面に大きな影響を及ぼすものとな

っている。たとえば商用査証の発給条件として一定額以上の投資が求められ，

難民申請期間は従来の14日間から 5日間に大幅に短縮された。さらに2004年

以来導入されていた熟練・専門職移民の割当制が廃止され，「必要不可欠な」

専門職に限定されることとなった。また，同法に抵触した場合の罰則として

従来の罰金から最長15年の禁固刑へと変更されている（Republic of South Afri-

ca［2011］）。

3．ジンバブウェ移民への対応

　すでに述べたとおり，2002年および2004年の移民法の改定の結果，その条

件から漏れる非正規移民と強制送還者数の増加をもたらした。その対象とな

っていたのが旧来のモザンビーク人に加え，2000年以来のジンバブウェにお

ける政治経済的危機で南アフリカに流入していたジンバブウェ人であった。

　ジンバブウェ移民のなかには，正規の滞在者のほかにも経済的困窮による

非正規の移民や政治亡命申請者も含まれる。難民・移民の保護を求める

NGOの働きかけに加え，2009年 2月にジンバブウェの側でジンバブウェ・

アフリカ民族同盟・愛国戦線（Zimbabwe African National Union-Patriotic Front: 

ZANU-PF）と民主変革運動（Movement for Democratic Change: MDC）の連立政

権が発足したことを受けて，南アフリカ政府は2009年 4月にジンバブウェ人

の強制送還を一時停止することを発表し，内務大臣がジンバブウェ人に対し
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て 2年間の一時滞在許可を与えている。

　一連の南アフリカ政府のジンバブウェ移民への対応については，危機的状

況にある SADC加盟国に対する柔軟な対応との評価もある（Segatti［2011a: 

25］）が，南アフリカ政府が自らの主導性を発揮したものとは言い難い。政

府や内務省，非正規移民の摘発を行う警察，そして産業界がどの程度の意思

疎通を図っているのかは不明だが，強制送還の一時停止が行われる「寛容

期」と2002年の移民法改定以降の「締め付け期」は労働力の需要と重なって

いる。ジンバブウェ移民に対する「寛容期」は，2010年の FIFAワールドカ

ップ南アフリカ大会の準備期間でもあった。

　「寛容期」は2010年 9月をもって終了し，内務省は2011年 1月に2009年以

前同様にジンバブウェ人の強制送還を再開することを宣言した。南アフリカ

議会の決定により，内務省の発表から強制送還が再開されるまでの猶予期間

には，ジンバブウェ移民に対する特別な処遇をとることになった。これは政

治亡命申請の手続きの範疇の外にあるジンバブウェ移民を対象として，ジン

バブウェ当局によって旅券を発給し，さらに南アフリカ内務省が査証を発給

することによって正規の移民とするものである（Zimbabwe Documentation 

Project: ZDP）。2010年 9月20日から12月 1日までの間に内務省には 9万9435

件，2011年 1月までに25万5000件の申請があった（CoRMSA［2011］）。

　なお，南アフリカ国内には100万人から200万人，あるいは300万人のジン

バブウェ人が滞在していると見積もられていた（CoRMSA［2011］）が，ZDP

が適用された人数はおよそ27万5000人にとどまる。残りの政治亡命要求者，

難民，労働許可保持者などを除く人々は，2011年 7月31日のジンバブウェ人

送還の一時停止期間が終わると再び送還の対象となった。10月 7日時点で，

ZDPの手続きは終了していないにもかかわらず，ジンバブウェ移民の送還

は再開された⑺。
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4．SADCにおける人の移動をめぐる議論

　アパルトヘイト期は，白人移民と非熟練労働者としてのアフリカ人移民の

選択的な移民の受け入れという二面性こそが南アフリカの移民の特性を表し

ていた。それに対して，1994年以降にみられた新たな現象は，正規・非正規

を問わず，旧来の南アフリカの移民受け入れの枠組みに当てはまらないアフ

リカ大陸各地からの移民の流入である。しかし，アパルトヘイト廃絶後の南

アフリカは，同時期に SADCに加盟することで南部アフリカ地域の政治経

済的な枠組みにも復帰しており，南部アフリカ地域の移民受け入れ国として，

その立場を表明することが求められた。

　1995年には SADCの「人の移動の自由に関する議定書」（Protocol on the 

Freedom of Movement of Persons）が策定されるが，移民受け入れ国であるボ

ツワナ，ナミビアとならび，南アフリカの反対により，翌年に至っても調印

には至らなかった。1997年には先の議定書を練り直した「人の移動の促進に

関する議定書草案」（Draft Protocol on the Facilitation of Movement of Persons）が

作成された。議定書の表題からは「自由」という言葉に代わり，「促進」と

いう言葉が用いられ，SADC加盟国が誰の移動を促進するのかという議論の

方向性の転換が伺えるが，この議定書草案ですら，1998年の SADC首脳会

議を経ても草案以上のものにはならなかった。

　ANCは，1994年に政権与党となったときでさえ移民に関して党内部で統

一した見解を打ち出せずにいた。1994年以降，国内の失業率は1995年を除い

て20％を上回る上昇傾向にあった。そして SADCの議論に反して，移民の

雇用機会は増えるどころか，南アフリカに職を求めて入国できる移民の数は，

前出の就労許可証の発行件数に現れたように大幅に減少している。これはす

でに述べた鉱山労働者の例と同様の傾向であり，国内の雇用機会を確保して

おきたいという南アフリカ政府の意志の反映である（Crush et al.［2009］）。

　移民をめぐる議論は，移民の受け入れ国であるか送り出し国であるかとい
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う SADC加盟国の立場の違いによって SADCとしての総意は成立しがたい

状況にある。1998年に SADCの議定書が不採択となった後には，SAMPと

国際移住機関（International Organization for Migration: IOM）との協働により，

地域的な政策枠組みを提案する政府間会合「南部アフリカ移住問題協議プロ

セス」（The Migration Dialogue for Southern Africa: MIDSA）が2000年に発足した。

しかし，IOMについては組織的な性質上，移民を人の移動というよりもむ

しろ労働力の移動としてとらえており，移民を受け入れる先進国や地域大国

といった「北の移民管理の視点」にとどまっているという指摘がある（Carre-

te and Gasper［2011］）。2000年には SADCの自由貿易議定書が批准されたが，

地域の移民受け入れ国である南アフリカ，ボツワナ，ナミビアは，地域レベ

ルではなく，各国レベルで移民政策を模索する方針を選択している。

　また，1998年の不採択以来，棚上げとなっていた人の移動に関する議定書

については2003年に SADCの政治・防衛・安全保障機構（Organ on Politics, 

Defense and Security Co-operation: OPDS）で議論が再開されている。ただし，

移民に関する議論の場が OPDSに設定されたこと自体，移民を脅威として

とらえ，規制する方向へと議論を展開させる結果になった。SADCは2005年

に地域内の「人の移動の促進に関する議定書」（Protocol on the Facilitation of 

Movement of Persons）を採択した（Crush et al.［2009: 263-264］）。2005年の議

定書は，先の自由貿易議定書にも沿う形で人の移動に関しては加盟各国の出

入国規制の強化と産業労働者を確保するための二国間合意を強く推奨してい

る。

　ムベキ政権は2004年から2007年までの第二期においても熟練・専門職移民

の選択的受け入れと，法人許可による農業労働者および二国間合意を通じた

鉱山業のための非熟練労働力の確保という二本立ての方針を維持している。

熟練・専門職移民の選択的受け入れに関しては2002年の移民法に2004年の追

加条項によって分野ごとの割当制を導入している。二国間合意に関しては，

レソト，モザンビーク，スワジランドと南アフリカの間で植民地期以来続く

労働力供給に関する二国間の合意は多少の変更が加えられただけで継承され
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た。二国間あるいは多国間の合意は，公式統計で一般の出入国者数に計上さ

れない「協定許可」によって特定産業のために非熟練労働者を入国させる一

方で，それ以外の非正規移民の動きを規制するものであり，人の移動の自由

とは逆行する。その SADC議定書には，2008年から2010年の間に南アフリ

カ（2008年）を含む各国が批准している。

むすび

　南アフリカは，南部アフリカあるいはサハラ以南のアフリカまで射程に含

めても地域市場において概して圧倒的な競争力を誇る。しかし，その例外が

労働市場であり，南部アフリカの自由貿易圏を創設する構想と，その自由貿

易圏の中心的労働市場となる南アフリカにおいて南アフリカ人の雇用の確保

を両立することは容易ではない。この課題が最も顕著となるのは移民問題で

ある。本章でみてきたとおり，1994年から2002年，2004年，2011年の移民法

改定を経て，移民政策の枠組みは狭隘なものへと変質している。

　南アフリカ政府が展開していく移民政策からこの国の志向性を再度確認す

ると，1990年代後半に行われた周辺国出身者に対する市民権の付与は，移民

に対する人道的・介入主義的アプローチを象徴するものであった。しかし，

この措置が，その条件に合わない者を排除する強制送還と同時並行的に行わ

れていた事実は，それ以降の南アフリカの移民政策の排他的な方向性を予見

させる。アパルトヘイト廃絶直後の南アフリカ政府による移民の社会的な包

摂という決定は，反アパルトヘイト運動の賜物である地域的な連帯の意識と

反差別的な政治文化の実践であったといえるだろう。その一方で，それと表

裏一体をなす排除の論理は，形式的には国家安全保障や新興国としての主権

にかかわるアプローチに則っているが，実質的には新たな他者を設定し，そ

れを否定するという消極的な方法によって国民形成を促している。

　続くムベキ政権は，国内の経済基盤の安定と，経済的な共益関係にある諸
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国との外交の場では主導性を発揮してきた。それは NEPADに象徴されるよ

うに，新たな関係の構築をめざすスタンスにも現れている。しかし，移民問

題に関するかぎり，90年代後半の人道的措置をもって過去の差別的な移民政

策と決別するはずが，受け入れる移民の峻別を通じてアパルトヘイト期の移

民管理の手法を引き継ぎ，過去の歪みを上塗りしている。ムベキ政権期には，

新自由主義的アプローチに沿って経済的関心から労働力としての人の移動を

促進しつつも，南アフリカ政府の経済的関心の枠外にある人の移動を国家安

全保障・主権に関するアプローチによって排除する傾向を強めている。

　同様の現象は地域的な枠組みでも生じている。人の移動に関する SADC

での議論が往々にして二国間の合意を推奨し，南アフリカがこれにくみして

きたことはすでに述べたとおりである。これは南アフリカが主導力を発揮し

た結果と評価することも可能だが，翻って SADCが共同体としての機能を

発揮する機会は失われた。それはジンバブウェの政治経済的危機に際して，

SADCに移民や難民の流入に対応する能力が備わっていないことによって露

呈されている。SADCにおいて南アフリカが示してきた立場は，SADCの機

能の強化に必ずしも資するものではなかった。

　さらに2008年に全国規模で発生した移民排斥が，ANCと社会の大部分に

おいてムベキ政権期にとられたマクロ経済政策 ASGISAに対する国民からの

「督促状」としてとらえられている点は，それに対処するズマ政権のポピュ

リスト的性格を色濃くさせている。ズマ政権下の移民政策については今後も

注視していく必要があるが，南アフリカが南部アフリカ地域において果たし

うる将来像は，いっそうみえにくくなっている。

〔注〕
⑴　1997年から南部アフリカにおける移民の実態調査を実施してきたカナダのクイーン
ズ大学が主導する南部アフリカ移住プロジェクト（Southern African Migration Project: 
SAMP）は，暴力をともなう移民排斥が深刻化する南アフリカ社会への影響を憂慮
し，正規の法的手続きを経て入国したことを意味する“legal”に対して否定的価値判
断をともなう“illegal”という語を用いることを回避している。それに代わり，否定
的価値判断を差し挟まない「非正規・非登録の」（undocumented），「不規則の」（ir-
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regular）移民という，より中立的な用語を使うように求めている。本章ではこれに倣
い，「非正規の」という用語を使用する。

⑵　ブラセロ計画では，戦時中の労働力不足を解消するために1942年から1964年までの
22年間でおよそ500万人を導入している。これに対して，二国間合意に基づく協定許
可によって南アフリカ鉱山業に導入されてきた移民労働者の数は，20世紀初頭から
2006年までの延べ人数でおよそ1870万人に上る。Libby［1987: 38-39］，Crush and Wil-
liams［2010: 11］をもとに算出。

⑶　セガッティ（Segatti［2011b: 37］）によると1986年に移民法が改定されたことによ
り，周辺国のアフリカ人が移民としてホームランドへ流入することが可能になった。
しかし，南アフリカ統計局の示す正規入移民数に独立ホームランドへの移民数が含ま
れているとは考えにくい。また，ペベルディ（Peberdy［2009］）によると1990年代初
頭から当時のザイール（現在のコンゴ民主共和国）やレソトからの移民は統計上に現
れてはいたが，アフリカ人には一時的な滞在許可が与えられるだけであったという。
よって，正規入移民数のうち，とくに1986年から1990年代初頭までの数値にアフリカ
人移民は含まれていないものと思われる。

⑷　二国間合意については SAMPが掲載する各国の合意を参照されたい　（http://www.
queensu.ca/samp/sampresources/policy.html#bilateral，2012年 2月 6日アクセス）。な
お，マラウイ政府との間には1974年までは二国間の合意が成立していたが，同年にマ
ラウイ人労働者を乗せた南アフリカ鉱山会議所所有の飛行機が墜落事故を起こしたこ
とを機に，マラウイ政府は二国間合意を破棄し，WNLAによるリクルート活動を禁止
した。また，南アフリカ鉱山会議所によって19世紀末以来の鉱山労働力の調達は，南
部アフリカの広域で展開されてきたが，調達地域は，地元産業に必要な労働者の獲得
との競合を避けるため，労働集約的な産業の存在しない地域において重点的に行われ
ている。たとえば，各種鉱山および商業的農業が存在するジンバブウェでは，南アフ
リカ鉱山労働者のリクルートは僅かに行われたにすぎない。銅鉱山のあるザンビア東
部州では，南アフリカ鉱山労働者のリクルートは行われず，労働集約的な産業の存在
しない西部州で行われた。

⑸　アパルトヘイト体制が南部アフリカ地域に及ぼした影響と一国的な枠組みを越えた
反アパルトヘイト運動と解放闘争のあり方は，南アフリカの真実和解委員会（Truth 
and Reconciliation Commission: TRC）の最終報告書にも反映されている。同報告書に
は，モザンビークへ亡命中に南アフリカ秘密警察の送付した郵便爆弾によって暗殺さ
れたファーストを含む ANCの活動家に関する調査報告と，南アフリカ政府が関与し
たことが疑われるモザンビーク初代大統領マシェル（S. Machel）大統領専用機の「墜
落事故」に関する調査報告が掲載されている　（http://www.justice.gov.za/trc/report/fin-
alreport/vol6_s1.pdf，http://www.justice.gov.za/trc/report/finalreport/Volume%202.pdf，
2012年 2月13日アクセス）。

⑹　1994年 4月の南アフリカ総選挙では，市民権をもたない者にも一時的な選挙権が与
えられていた。この点について，ネオコスモスは，当時は内務省の通達（Department 
of Home Affairs Circular No. 9 of 1995）によって一時的に1991年移民法が撤回されてい
たと指摘している（Neocosmos［2006 : 83-84］）。
⑺　Mail and Guardian Online, 7 October 2011　（http://mg.co.za/article/2011-10-07-home-
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affairs-resumes-zim-deportations，2012年 2月13日アクセス）.
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